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1．終了時評価調査表





プロジェクト方式技術協力終了時評価調査表

プロジェクト名

相手国

協力期間

R/D（協定）

事業分野

技術協力分野

相手国実施機関

終了時評価調査団

終了時評価調査実施日

（和）　トリニダッド・トバゴ漁業訓練計画

（英）　The Regional Fisheries Training Project in Trinidad and Tobago

　トリニダッド・トバゴ共和国

　平成 8 年 4 月 1 日より平成 13 年 3 月 31 日の 5 年間

　平成 7 年 12 月 17 日

　農林水産業

　漁業訓練

　農業土地海洋資源省
 (Ministry of Agriculture and Rural Affairs)
　カリブ漁業訓練開発センター
 (Caribbean Fisheries Training and Development Institute)

（担当）　　　（氏名）　　　　　（所属）

総　　括　　　川村　始　　　JICA 水産環境協力課

漁業技術　　　松岡　達郎　　鹿児島大学水産学部　教授

漁船機関　　　濱口　正人　　水産大学校　教授

水産加工　　　飯田　遙　　　中央水産研究所　室長

評価分析　　　竹川　郁夫　　JICA 水産環境協力課

　

平成 12 年 11 月 14 日　～　平成 12 年 11 月 28 日（15 日間）

プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス

（PDM）

添付資料 1（第 7 会合同委員会、議事録 ANNEX　I）を参照

活動計画書（PO） 添付資料 1（第 7 会合同委員会、議事録 ANNEX　III）を参照
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プロジェクトの経緯概要

１．要請の内容と背景

（1）要請発出

（2）内容と背景

(要請内容と要請に

至った背景・対象

地域及びセクター

現状と相手国の開

発政策との関連等

を記述)

1994年5月

　ト国の経済は主に石油と天然ガスに頼っていたが、採掘量の減少と原

油価格の低下によって切迫していた。そのため、経済政策見直しの一環

として、国内需要の半分以上を輸入に頼っている水産物の自給を図るた

め、同国の有する広い漁場と水産資源を有効利用するために、沿岸零細

漁業主体の漁業から200カイリ内の浮魚、回遊魚を対象とした沖合漁業

への転換を図っている。しかしながら、ト国内の水産部門の人材養成機

関として、1974年に UNDP／FAO の援助を受けて設立されたカリブ漁業

開発訓練所(CFTDI)は、基本施設は整備されているものの訓練資機材と

指導者の不足により、活動が滞っていた。そのため、1994年6月に同施

設の再構築と機能強化を目的とした技術協力が日本に対して養成され

た。

２．協力実施のプロセス〈計画立案段階〉

（1）基礎調査

① 調査内容

② 決定事項

1993年10月24日～11月29日（37日間）

　東カリブ機構（OECS）から日本に対して水産分野の技術協力の要請を

受けて域内水産技術協力基礎調査が行われた。そこで、バナナをはじめ

とする農作物の輸出を英国や米国の特恵に頼らざるを得ない脆弱な経済

基盤をもつ OECS 諸国では、水産業の発達による産業の多様化、雇用の

増加、国民の栄養改善についての期待が高いことが確認された。

特になし
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（2）事前調査

① 調査内容

② 調査結果概要

③ 決定事項

1994 年 12 月 4 日～12 月 18 日（15 日間）

　東カリブ域内水産技術協力基礎調査の結果を踏まえ、本件の要請に係

る背景、要請内容、ト国側の実施体制について具体的に調査・確認する

とともに、プロジェクト方式技術協力として当事業団が実施する際の実

施方針及び実施計画案についてト国側関係者と協議を行った。

　ト国側の水産分野の問題点が明らかになるとともに、日本側で対応す

べき協力内容のフレームワークが策定された。

　先方政府と協議の結果、プロジェクト目標、指導分野、協力期間、両

国政府が負担すべき措置等について合意事項についてミニッツに取りま

とめた。

（3）短期・長期調

査

① 調査内容

② 調査結果概要

③ 決定事項

1995 年 7 月 16 日～8 月 27 日（日間）

　本プロジェクトに係る背景、要請内容、並びにト国側の実施体制の詳

細を調査・確認し、プロジェクト方式技術協力プロジェクトとして我が

国が実施する際の協力の範囲、実施方針及び実施計画案について、ト国

関係者と意見交換を行った。

　ト国の 1990 年代の水産行政の指針として

(1) 効果的かつ費用対効果の高い漁業管理の実施

(2) 適切な資源保護と漁業管理により乱獲防止の徹底

(3) 生態学的持続性に一致した水産資源の開発及び関連活動の実施の徹

底

があげられており、具体的施策のなかには適正漁労技術の開発、技能訓

練、普及活動があげられており、本プロジェクト実施機関である CFTDI

を中心とした活動に期待がかけられていることを確認した。

　案件実施の妥当性が再度確認されるとともに、具体的な協力内容につ

いての合意が得られた。また、正式に、両国により R/D 締結に向けた取

り組みが行われることで合意が得られた。
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３．協力実施のプロセス〈実施段階〉

（1）実施協議

① 調査内容

② 決定事項

1995 年 11 月 25 日～12 月 9 日（15 日間）

　調査団は、農業土地海洋資源省及びカリブ漁業訓練所関係者との間

で、実施協議議事録（R/D）及び暫定実施計画（TSI）に関する協議を行

い、双方合意のうえ、1995 年 12 月 17 日、討議議事録（R/D）への署名

を行った。また、トリニダッド・トバゴ側予算、経費負担、施設整備、

カウンターパート、秘書の雇用等についても双方で確認した。

　プロジェクト実施における両国の役割、プロジェクトの目標、成果、

活動内容、投入についての協議が行われた結果、下記の計画案のとおり

に活動が行われることが決定した。

1) 協力期間：1997 年 4 月 16 日から 5 年間

2) 実施機関：カリブ漁業訓練所

3) プロジェクト上位目標：

　ト国内及び域内諸国において水産業に従事する人々の技術が向上す

る。

4) プロジェクト目標：

　CFTDIの技術・研修内容の質が向上し、水産分野の人材育成能力が

強化される。

5) 日本側協力体制

　(1) 長期専門家５名：

　プロジェクトリーダー、プロジェクトコーディネーター、漁業技

術、漁船機関、水産加工

　短期専門家：年間 2～3 名（必要に応じ）

　(2) 研修員受入れ：年間 2～3 名

　(3) 機材供与：漁業訓練に必要な資機材（総額約 15,000 万円）

6) トリニダッド・トバゴ側協力体制

　(1) カウンターパート：6 名（各分野 2 名）

　(2) 土地、建物及び施設

専門家執務室、実習場、実習船、機材保管倉庫等

　(3) 運営費

　プロジェクト運営に必要な経費（人件費、光熱費、機材及び施設

の維持管理費）

協力対象分野の基本計画

各分野の基本計画については、これまで行われた事前調査及び長期調

査の結果を踏まえ、下記の３分野における協力方針に基づき計画を立て

ることとした。
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（1）漁業技術

　当該地域の大部分は手釣り、曳縄、刺網、地曳網、かご等であり、

一部地域に４～５日操業するマグロ延縄、釣り漁船もある。これらの

漁法により、沿岸部の漁場は、既に開発し尽くされており、漁獲の減

少、魚体の小型化などが見られるため、従来操業していない深場や、

沖合いの未開発漁場の開発をめざした、最適漁具、漁法の導入を検討

するための新規の漁業技術を行う。また、これまでト国内で行われて

いる漁法についても、漁業資源の保存、環境保善等も考慮しながら、

適正漁業技術への改善を図ることを活動方針とする。

（2）漁船機関

　現在、ト国内の漁民が使用している漁船機関の保守管理技術の指導

を行う。また、今後、ト国において漁業経営改善の観点から燃費の安

いディーゼル船外機が導入される見込みであることから、ディーゼル

機関の保守管理技術の指導を行う。また、沿岸漁業から沖合漁業への

転換を視野にいれて、小型マグロ漁船用の小型ディーゼル機関の保守

管理等の技術移転を行い、漁民等に直接裨益する技術移転を行うこと

を活動方針とする。

（3）水産加工

　ト国では輸出向けの鮮魚以外は船上で氷は使用されていないため鮮

度が悪く、投棄資源も多く、水産物の国内生産・消費の伸び悩みの一

因となっており、その改善を図るとともに、鮮度悪化による、資源の

有効活用の観点から、ト国内の水産加工技術の多様化をめざすことを

活動方針とする。

(1)　計画打合せ

① 調査内容

②　調査結果概要

1996 年 11 月 25 日～12 月 9 日

　本調査団は国内での事前検討、現地調査を通して、第１回合同委員会

（1996 年 8 月 20 日）において了承された、①５か年暫定詳細実施計画、

②1996～1997 年度年間活動計画に関し、３分野の協力内容及び各々の期

間の妥当性についての評価を行うとともに、専門家、及びト国政府関係

者への提言を行った。プロジェクトの活動計画、調査団の提言について

は、1996 年 9 月 3 日の第２回合同委員会において了承され、結果を農業

土地海洋資源省モー次官及び日本側福井襄チームリーダーを署名者とし

て議事録を取り交わした。

調査の結果、計画内容はほぼ妥当であるとの評価が行われた。しかし

ながら、正式なカウンターパートの増員がなされていなかったため、よ

り効率的な技術移転を行う観点から、カウンターパートを現状より多く

配置するよう改めてト国側に申し入れた。
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③　決定事項 ①　各分野のテキストブック、及びコースカリキュラムの作成期間につ

いては、当初の２年間の計画期間を最終年度まで延長し、改善を加

えながらより一層当該地域に適する内容とする。

②　ト国側は訓練船供与に伴う船員の配置、一部未定のカウンターパー

トの早急な配置を行う。

 (２) 巡回指導

① 調査内容

② 調査結果概要

③ 決定事項

1997 年７月 19 日から 8 月 3 日まで 16 日間

①　1996 年８月に計画打合せ調査団を派遣した際に、合同委員会におい

て双方が確認した当初２年間詳細活動計画及び５か年実施活動計画

に照らし、初年度のプロジェクト進捗状況について確認するととも

に、運営上の問題点、特に前回計画打合せ時に先方が約した訓練船

乗組員及びカウンターパート配置状況・見通しについて確認する。

②　本年度新規予算で実施予定の広域技術協力推進事業に関し、事業内

容についてト国政府と協議するとともに、実施手順を説明し了解を

取り付ける。

③　上記広域技術協力推進事業の対象となる周辺国（初年度はセント・

ヴィンセント、セント・ルシア、ドミニカ、グレナダの４か国）に

対しても、計画の概要、諸手続について説明し了解を取り付ける。

①　各分野のカウンターパートへの配置が遅れている。ト国内の主要漁

業であるトロール漁業の技術移転の要望があげられた。

②　広域技術協力推進事業に関し実施手順について、ト国側の快諾が得

られた。

③　参加対象国は本事業に対して大きな期待があること、特に HACCP

に対する研修に大きな期待を寄せている。

①　調査団よりト国にカウンターパートの 2 名体制の確保について申し

入れるとともに、ト国側は引き続きカウンターパートの傭上に努力

する旨の回答を得た。

②　広域技術協力推進事業については日本側の提案どおりで先方より合

意が得られ結果を調査団とト国側代表者により広域技術協力推進事

業に関するミニッツに署名を行った。

③　広域技術協力推進事業については各国とも日本側の提案どおりで合

意が得られ結果をミニッツに取りまとめた。
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(３) 中間評価

① 調査内容

　

② 調査結果概要

③ 決定事項

1998 年 9 月 5 日から 9 月 18 日までの 14 日間

　現地調査によりプロジェクト前半活動の進捗状況の調査及び評価を行

うとともに、プロジェクト後半の計画策定について、運営面、技術面か

らの助言を行った。また、トリニダッド・トバゴ国より要請のあった、

プロジェクト基盤整備費による、機関実習施設建設に係る R/D の追記を

行った。

　プロジェクト評価時点に終える活動の進捗状況は、漁業技術分野の研

修会等の企画・運営に携わるシニアカウンターパートが未配置であるこ

とを除き、ほぼ順調に推移していると評価された。また、平成９年度よ

り行われた広域技術協力推進事業についても、事務手続きに若干の混乱

は見られたものの、ほぼ順調に推移していると評価された。

　合同委員会において調査団が提言した以下の項目について、プロジェ

クトチームと CFTDIの間で次のことが合意された。

１）CFTDI の漁業技術分野のシニアカウンターパートを採用の努力を行

うこと。

２）CFTDI の組織改革によってプロジェクトの活動に影響を与えないよ

うに配慮すること。

３）広域技術協力は本体プロジェクトに支障の無い範囲で計画されるこ

と。

４）広域技術協力は対象国のニーズをよく考慮して立てられること。

５）テキストブックの作成にさらに取り組むこと。

６）トバゴ島での活動を強化すること。

４．協力実施過程における特記事項

（1）実施中に当初計画

の変更はあったか

　プロジェクト開始２年目より、広域技術協力推進事業が行われ

た。プロジェクト中間評価の時点で、漁船機関分野のうち、船外機

保守管理技術については、漁民等からの要望が大変高かった分野に

ついて活動期間を延長したほか大きな変更はない。

（2）実施中にプロジェ

クト実施体制の変更は

あったか

　カウンターパートは、当初計画どおり配置されなかったため、長

期専門家が新たに配置されたカウンターパートに同じ指導科目を指

導する必要があったことのほか、漁業訓練分野のカウンターパート

が配置転換のために離職する等、非効率な面が見られた。
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５．他の援助事業との

関連

（JICA による他の関連

事業、OECF による有

償資金協力事業、他国

の援助機関事業、国際

機関事業等について協

力事業名、事業内容、

実施機関等を記入）

　カナダ国際開発庁が CARICOM 諸国の水産資源調査を行ってお

り、2000 年で活動が終了した。
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II．計画達成度

　プロジェクトの計画内容がどこまで達成できたか、その度合いを「プロジェクトの要約」ご

とに把握し、「実績」の欄に記入した。なお、下表の活動項目については、計画打合せ調査団

で策定した活動計画を簡略化して標記してある。

プロジェクト要約 指　標 実　績 外部条件

上位目標：
　ト国内及び域内諸国に
おいて水産業に従事する
人々の技術が向上する

1. 「ト」国及び域内諸国
の CFTDIへの評価

2. 各協力分野で開発、改
善された技術、手法の普
及状況

3. 講習会数、内容、参加
人数

1. 域内諸国へのアンケ
ート結果

2. 「ト」国、日本側又
は第３者による事後現
況調査結果

3. 水産局、CFTDI の定
期報告書、刊行物

プロジェクト目標：
　CFTDI の技術・研修内
容の質が向上し、水産分
野の人材育成能力が強化
される
　

1. 訓練生所属先の評価
2. CFTDI の活動・機能向
上の内容

3. 各協力分野で開発され
た技術、手法の内容

4. 講習会数、内容、参加
人数

1. 訓練生所属先へのア
ンケート結果等

2. 水産局、CFTDI の定
期報告書、刊行物

3. 「ト」国、日本側又
は第３者による事後現
況調査

4. CFTDI への予算措置
状況

1. CFTDI が域内及び国
内向けの訓練活動を継
続する。

2. 訓練活動への十分な
予算措置がなされる。

3. 施設、機材の更新が
適切に行われる。

4. 講習対象者の講習会
参加への意欲が高ま
る。

成果：Outputs（成果）
１. CFTDI 講 師 陣 の 技
術・専門知識が向上す
る

２. 適正かつ普及可能な
漁業技術、漁船機関保
守管理技術、水産加
工・品質管理技術が
CFTDIに蓄積される

３. 各分野で適切なカリ
キュラム、教材が整備
される

４. より高度な講習会の
開催が可能となる

1. 講師陣の技術向上の内
容

2. 蓄積された各分野の技
術の内容
ａ）実態調査で得られた
情報の内容（質、数）
ｂ）導入又は改善され
た 漁 業 技 術 の 内 容
（質、数）
ｃ）導入又は改善された
漁船機関保守管理技術
の内容

ｄ）試作された加工品数
及び試験販売結果

ｅ）導入された品質管理
手法による品質向上の
内容

3. 改善された講習カリキ
ュラム、教材の内容

4. 実施された講習会の内
容
ａ）研修員数、研修成果
ｂ）講習会後、一定期間
経過後の訓練生所属先
の評価

1.
a) 印刷物、定期報告書
等

b) 訓練生へのアンケー
ト結果

2.
a) 調査報告書、定期報
告書

b) 操業報告書、定期報
告書

c) 機関運転日誌、定期
報告書

d) 定期報告書、試験販
売アンケート

e) 定期報告書、行程管
理報告及び鮮度検査結
果（細菌数等）

3. 訓練生へのアンケート
結果、定期報告書

4.
a) 研修報告書、定期報
告書

b) 操業報告書、定期報
告書
訓練生へのアンケー

ト結果

1. 講習会実施体制が強
化される。

2. CFTDI の活動に対し
継続的に予算措置がな
される。

3. 施設、機材の維持管
理が適切に行われる。

4. カウンターパートが
継続的に配置される。
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活動：

沿岸漁業の実態調査

1．漁業技術分野

１）立縄漁法指導

２）曳縄漁法指導

３）延縄漁法指導

４）底延縄漁法指導

５）浮き魚礁（FAD）利

用漁業

６）かご漁法指導

７）定置網

８）イカ資源調査

2.　漁船機関分野

１）船外機保守指導

２）ディーゼル機関保守

指導

３）油圧機器保守指導

４）実習室整備

５）ディーゼル船外機保

守指導

６）船用電気保守指導

７）冷凍機器保守指導

８）FRP 漁船保守指導

3.　水産加工分野

１）漁獲物処理法指導

２）冷凍保存法指導

３）ねり製品加工指導

４）発酵食品加工指導

５）HACCP 品質管理法

指導

６）高品質維持保存法指

導

７）指導手法、普及手法

８）品質管理用測定機器

９）HACCP 対応加工工

場設計

投入:
日本側：

1．専門家派遣

(1) 長期（1 名）

１) リーダー（1 名）

２) 業務調整（1 名）

３) 漁業技術（1 名）

４) 漁船機関（1 名）

５) 水産加工（1 名）

(2) 短期：延べ 18 名

2．研修員受入れ

　　延べ 6 名

3．ローカルコスト

 １) プロジェクト基盤整

備費

 ２) 広域技術協力推進事

業費

 ３) 啓蒙普及活動費

4．機材供与

　約 164 百万円

ト国側：

1．人員配置

カウンターパート

　１) 所長　　（1 名）

　２) 業務調整（1 名）

　３) 漁業技術（2 名）

　４) 漁船機関（3 名）

　５) 水産加工（3 名）

2．施設・設備

　１) 専門家執務室

　２) 漁具倉庫

　３) 加工実習室

　４) 講義棟

3．ローカルコスト

 １) 人件費

 ２) プロジェクト運営費

 ３) 施設・設備の整備及

び修理費

1. カウンターパートが

適切に配置される。

2. プロジェクト運営予

算が継続的に確保され

る。

3. CFTDI の組織･機能

に大きな変更がない。

前提条件

1. 講師の資質を有する

選任のカウンターパー

トが配置される。

2. プロジェクト開始に

必要な運営予算が確保

される。

3. 関係省庁・機関の協

力が得られる。
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III. 評価結果要約

１．目標達成度

　プロジェクトの「成果」が、「プロジェクト目標」の達成にどれだけつながるか、その見込

みを検討した。

（１）プロジェクトの各「成果」 が 「プロジェクト目標」達成につながったその度合い

成果の達成度

　プロジェクト終了時評価における、プロジェクト目標の達成度は、カウンターパートの配置が

当初計画どおり行われなかったこと、テキスト作成がいくつかの分野で遅れていること等、若干

の遅延も見られるものの全体としては順調にプロジェクト目標を達成したと評価される。

成果 1：CFTDI講師陣の技術・専門知識が向上する。

　漁業技術分野においては、新たな漁法を含め、様々な漁法に関する知識と実技を身につけ

るとともに、試験操業や資源調査に関する知識も深まった。漁船機関分野においては、船

体・機関・冷凍機等についての知識と実技を身につけるとともに、訓練機材の取り扱いも習

得した。水産加工分野においては、様々な保存方法や加工手法に関する知識と実技を身につ

けるとともに、試作品の販売に関する知識も身につけた。

　これらの身につけた知識、実技等を基礎に、専門家による講習の補助者として着実に実績

を上げるとともに、カウンターパート独自の研修会も開催する等、講師としての能力は向上

し、満足されるレベルに達したと判断される。なお、受講者やその所属先から継続的な研修

会の実施の要請が来る等、高い評価を得ている。

成果 2：適正かつ普及可能な漁業技術が CFTDIに蓄積される。

成果 3：適正かつ普及可能な漁船機関保守管理技術が蓄積される。

成果 4：適正かつ普及可能な水産加工・品質管理技術が蓄積される。

　漁業技術分野においては、浮き魚礁や曳縄漁法における潜航板が既に漁業者に普及する

等、漁業者の要請に適合した技術の蓄積が図られている。漁船機関分野においては、船外機

保守指導について研修会開催の継続した高い要請があり、また、ディーゼル船外機が省コス

ト機関として漁民からの関心が高まる等、漁業者の要請に適合した技術の蓄積が図られてい

る。水産加工分野においては、試作されたさつま揚げが地元ホテルで利用される等、地元の

事情に適合した技術の蓄積が図られている。

　これらの蓄積された技術を基に、活溌に講習会や研修会が開催され、また、広域技術協力

として域内周辺諸国における講習会や研修会にカウンターパートも同行し技術移転が図られ

る等、CFTDIの機能向上及び活動の活発化が図られたと判断される。
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成果 5：各分野で適切なカリキュラム、教材が整備される。

　蓄積された技術や知識、開催された講習会や研修会の成果は、今後の活動のためにカリキ

ュラム及びテキストに取りまとめられる予定であり、プロジェクト終了までにほぼ完成する

見込みである。

成果 6：より高度な講習会の開催が可能となる。

　プロジェクト期間中に、多くの講習会や研修会が開催され、その内容も随時高度なものと

なった。継続的な研修会の実施に対する要請も多く、受講者やその所属機関からの評価も高

いと判断される。今後、プロジェクト終了までにカリキュラムやテキストも整備される予定

であることから、CFTDI独自の講習会や研修会が継続的に開催されると見込まれる。

プロジェクト目標達成につながるのを阻害した要因

　カウンターパートの配置が大幅に遅れたため、目標達成に非効率な面があった。一方、カウン

ターパートの配置の遅れの大きな原因として、ト国側がカウンターパートの任用のための要件を

高く設定したこともあげられるが、結果として熱意、やる気、能力等、満足される人材が配置さ

れ、前半の遅れを取り返すことができたという面もある。

（2）プロジェクトの各活動が成果につながったその度合い

　プロジェクト各活動は各成果に密接に関係しており、活動と成果の因果関係は極めて高いと評

価される。

活動の状況（ここでは活動項目を列挙した。詳細は報告書本文参照のこと）

活動 1：漁業技術分野

1. 沿岸漁業の実態調査

１）立縄漁法指導

２）曳縄漁法指導

３）延縄漁法指導

４）底延縄漁法指導

５）浮き魚礁（FAD）利用漁業

６）かご漁法指導

７）定置網漁法指導

８）イカ資源調査

活動 2：漁船機関分野

１）船外機保守指導

２）ディーゼル機関保守指導

３）油圧機器保守指導
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４）実習室整備

５）ディーゼル船外機保守指導

６）船舶用電気保守指導

７）冷凍機器保守指導

８）FRP 漁船保守指導

活動 3：水産加工・品質管理分野

１）漁獲物処理法指導

２）冷凍保存法指導

３）ねり製品加工指導

４）発酵食品加工指導

５）HACCP 品質管理法指導

６）高品質維持保存法指導

７）指導手法、普及手法

８）品質管理用測定機器

９）HACCP 対応加工工場設計
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成果につながるのを阻害した要因

　カウンターパートの配置が大幅に遅れ、各分野 2 名体制が確立したのがプロジェクト開始

約 2 年半後であった。

1．効率性

　プロジェクトの効率性はやや低いと評価される。

　すべての分野において、日本人長期専門家とカウンターパートにより多様な訓練コースが

実施され、地域の漁民、水産分野の人材に効率的に行われた。

　カウンターパートについては R/D で合意された人数が配置されなかった。漁業技術分野で

は、CFTDIにおいて研修の企画・運営を担う職位につくカウンターパートが配置されていな

いことから、CFTDIの改組後に、より高度な訓練コースの実施、講師陣の編成、訓練カリキ

ュラムの開発といった点が行われ続けるか不確定要素が残る。また、日本での研究を受けた

漁業訓練分野のカウンターパートが、配置転換になった例があげられる。漁船機関分野で

は、プロジェクト開始当初に配置される予定であったカウンターパートの配置が約２年遅れ

たため、再訓練を行う非効率を生じた。

　短期専門家の派遣期間、及びカウンターパート研修の期間は、一部短すぎるという場合も

生じたが、基本的な技術移転は行われた。

2．目標達成度

１）プロジェクト目標

　成果 1 から 6 の達成状況から判断して、プロジェクト目標の達成度については高いと評

価される。

２）上位目標

　これまでのプロジェクト及びカウンターパートの活発な活動の結果、①浮き魚礁につい

て地元の漁民に普及、②漁船機関の講習会の要請が地元工業高校等より増加、③船外機の

保守・管理技術の普及により、故障が減少、④投棄魚を利用したねり製品がホテル等で利

用等の、ト国水産業への波及効果が発現しつつあり、さらに、広域協力の成果としても域

内周辺諸国水産業への波及効果が見られつつあるなど、「トリニダッド・トバゴ国内及び

域内諸国において水産業に従事する人材の技術が向上する」との上位目標についてもその

達成が図られつつあると判断される。

3．インパクト

（１）直接的効果（「プロジェクト目標」レベル）

閣議決定により CFTDI の改組後も引き続き水産分野の人材育成の強化が打ち出されて

おり、プロジェクトの上位目標である、「ト国及び周辺地域の水産分野の人材の技術の

強化」は引き続き重要事項として位置づけられている。
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（２）間接的効果

（「上位目標」レベル）

　プロジェクト上位目標に対する効果は大きいと評価される。

　プロジェクト目標である、「CFTDI の技術・研修内容の質が向上し、水産分野の人材

育成能力が強化される」についても、現在、CFTDI が域内唯一の水産分野の協力機関で

あることから判断しても計画は妥当であると評価される。

３．妥当性

　プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握し、手法、方法、費用、

期間等の適切度を検討した。

（1）投入のタイミングの妥当性（日本側）

・専門家の派遣

　長期専門家 8 名、短期専門家延べ 18 名がほぼ計画どおりに派遣された。おおむね適切な

タイミングで派遣されているが、短期専門家の派遣期間が短いという派遣も見られた。

・機材の供与

　5 年間の協力期間で総額 164 百万円の機材供与が行われた。

・研修員の受入れ

　計 15 名の研修員受入れを行った。受入れのタイミングは全体としてほぼ妥当なものであ

ったと言える。

・現地業務費

　1996 年度約 670 万円、1997 年度約 649 万円、1998 年度約 432 万円、1999 年度約 355 万

円、2000 年度約 727 万円、総額約 2,833 万円の現地業務費が投入された。

（相手側）

・土地、施設・機材供与の措置

　活動に必要な、土地の貸借料、電気料金、水道料金等について計画どおり支出された。ま

た、Ned Shed 内にある水産加工実習場の整備の一部をト国側の予算で支出した。

・カウンターパートの配置各分野 2 名ずつ、計 6 名、配置される予定であったが、３分野で

２名体制が確立したのは 1998 年であった。カウンターパートの配置が遅れた理由として、

ト国側が C/P へ任命するために必要な要件を非常に高く設定したことも理由の 1 つである

が、その結果、熱意、能力とも高いカウンターパートが配置された。
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（2）投入と成果の関係（投入の量・質と成果の妥当性）

・専門家の派遣

　長期専門家 8 人の派遣の投入量から得られているプロジェクトの成果については、おおむ

ね順調であった。また、短期専門家についても、周辺国より自費で参加希望が出される等、

おおむね好評であったが、派遣期間を長くしてほしいという要望もあったものの、どちらの

専門家も量・質と成果の関係はほぼ妥当なものであったと評価される。

　また、広域技術協力についても、対象国からは研修会の開催を年 2 回としてほしい、機材

供与をもっとしてほしいとの要望も見られたものの、長期専門家により相手国の現状にあっ

た投入が行われていたと評価される。

・機材の供与

　適材適所に機材が設置され、十分にプロジェクトの研究開発の活動に有効活用されてい

る。

・研修員の受入れ

　計 15 名の研修員を受け入れたが、日本での研修を通して、カウンターパートの技術、知

見について目覚ましい向上が見られるとともに自信をつけており、それらの成果が CFTDI

で行われている講習会等で発揮されている。

・土地、施設、機材の措置

　トリニダッド・トバゴ側で準備した土地、施設の規模について、特段な大きな問題はない

が、イカ漁業資源調査で使用した訓練船（プロバイダー I 号）の老朽化が著しいことから活

動に支障を生じた。

・カウンターパートの配置

　カウンターパートは、現在の水産研究所の技術者のなかでは、数的にも資質的にも十分な

人員が配置されていると評価される。それぞれのカウンターパートは活動の内容をよく理解

し、熱心に活動が行われている。

・ローカルコストの負担

　広域技術協力推進費として、1997 年から 2000 年にかけて総額約 62 百万円が支出され

た。

　プロジェクト基盤整備費（2000 年度より現地適用化事業費に名称変更）による機関実習

施設建設費用として、2,441 万円が支出された。

　啓蒙普及活動費として（2000 年度より現地適用化事業費に名称変更）、1999 年と 2000 年

に総額 273 万円が支出された。
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４．計画の妥当性

　評価時におけるプロジェクト計画の妥当性を検討した。

（１）上位目標の妥当性

・開発政策との整合性

　プロジェクトの上位目標はト国の開発政策との整合性、受益者ニーズとの整合性は妥当で

あると評価される。

　ト国は、経済政策の見直しの一環として外貨獲得と国内自給率の向上を目的とした水産開

発を展開し、なかでも水産分野の人材育成については、CFTDIの改組に係る閣議決定におい

ても引き続き水産分野の人材育成の重要性が強調されている。また、ト国側のプロジェクト

実施機関である CFTDI はト国のみならず、東カリブ域内国も対象とした研修所として位置

づけられており、年数回の研修会を独自に開催するなど、ある程度の予算措置も行われてい

る。また、プロジェクト開始２年目より行われた、広域技術協力推進事業による、研修員受

入れ手配、専門家派遣の際には、ト国側独自の予算によるカウンターパートを同行させる

等、ト国側も積極的に取り組んでいる。また、広域技術協力も対象国から高い評価を得てい

る。

受益者ニーズとの整合性

　受益者のニーズとの整合性はほぼ満足される水準にある。

　当該プロジェクトでは、カウンターパートのオンザジョブ・トレーニングを兼ねた漁村で

の研修会を重ねることにより、地域の漁民のニーズの把握に努めるとともに、それに答える

形の協力が行われ、漁民より高い評価を受けている。

（２）プロジェクト目標の妥当性

　上位目標との整合性

　海事・水産センター（MAFITT）による人材育成の強化が閣議承認されたように、水産分

野の重要性は政府のハイレベルにおいても十分認識されており、それは CFTDI の改組後も

水産分野の活動のための十分な予算措置を計算されていることからも判断される。したがっ

てプロジェクト目標と上位目標は現段階でも十分な整合性を保っていると評価される。

　実施機関の組織ニーズとの整合性

　CFTDIの設立目的と本プロジェクト目標と完全に合致するものであり、整合性は極めて高

いと評価される。

（３）上位目標、プロジェクト目標、成果及び投入の相互関連性に対する計画設定の妥当性

（４）妥当性に欠いた要因

（ニーズ把握状況、プロジェクトの計画立案、相手国実施体制等の観点から記述）

特になし
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５．自立発展の見通し

自立発展の見通し

　各分野によって違いはあるものの、プロジェクト全体的な自立発展性としては不安定要素

が残ると評価される。

（１）技術面の自立発展性

　技術面の自立発展性はやや低いと評価される。カウンターパートへの技術移転は適切に行

われたものの、以下のような不安定要素があげられる。

　現在の漁業技術分野のカウンターパートの履歴では R/D により必要とされている各分野を

統括するインストラクターとしての職位を与えられない。現在のカウンターパートは漁業技

術分野の訓練を行う範囲ではインストラクターとして十分な能力をもっているものの、技術

的自立発展性については統括するインストラクターとしての履歴を有する職員が採用される

かにかかっている。

　漁船機関分野のカウンターパートはほぼすべての分野でインストラクターとしての能力を

有しているが、いくつかの分野（冷凍装置、電気機器、水冷式エンジン）について更に高度

な技術移転が望まれる。

　水産加工分野の技術的自立発展性は、特に供与機材を維持、管理するための資機材の調達

ルートの確保が無いことにより特に影響を受けてきている。

（２）組織面の自立発展性

　組織的自立発展性は不安定要素が高いと評価される。

　CFTDIの改組により公共事業・交通省へ所管が移転することが決定された。新組織は理事

会が最高意志決定機関として位置づけられ、水産分野の活動についても実行が指示されるよ

うになる。今後、改組委員会と農業土地海洋資源省、公共事業・交通省により持続可能な水

産分野の開発を行うための長期的・短期的な水産分野の戦略が立てられるが、所管官庁が２

つにまたがった組織となることから調整が難航することが危惧される。

CFTDIを強化するために必要な水産局と関連機関との協力関係がほとんどなかった。

（３）財政面の自立発展性

　財政面の自立的発展性は比較的高いと評価される。

海事・水産センター（MAFITT）による人材育成の強化が閣議承認を得らえたように、水

産分野の重要性は変わらない。
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CFTDIの改組後も水産分野の活動のための予算措置を計画している

（４）その他

　なし

６．プロジェクトの展望及び教訓・提言

　提言

　第 2 フェーズのプロジェクト方式技術協力の要請が外交ルートを通じて我が国に提出され

ており、その具体化の検討にあたっては、発展の方向性と、カリブ漁業開発訓練所の改組に

ついて注意が必要であろう。

　発展の方向性としては、水産業の振興という上位の視点から、既存 3 分野の連携を深めつ

つ、水産資源の適切な管理による持続的利用の確立をめざすこととなろうが、この場合①3

分野間の整合のとれたターゲットグループの生理、②水産局の調査部門や普及部門、さらに

は海洋研究所の水産部門との連携をどのように確保するかを十分に検討しておく必要があろ

う。

　なお、広域協力の継続発展が強く望まれているところであるが、手続きの簡素化が図られ

る要検討が必要である。

　カリブ漁業開発訓練所の改組について、既に、海事訓練部門との統合及び所管官庁の公共

事業運輸省への変更が閣議決定されており、改組委員会が組織されて具体化の検討が進めら

れている。第 2 フェーズの実施にあたり、省にまたがった水産施策及びプロジェクト実施体

制の構築がなされることが不可欠であるが、このことに関し、改組委員会の委員長と直接意

見交換をすることができた。同氏によれば、①政府の施策はあくまでも国民の要望が基礎と

なるものであり、水産分野の施策は水産局が取りまとめることが基本、②新訓練所の運営委

員会（Board）には水産局からも参加する予定であり、水産局の意向は十分に反映される、

③新訓練所の予算や人事はあくまでも新訓練所自信が決定する問題である、④新訓練所が正

式発足するまでは、現組織が有効であり、現組織の決定事項は問題なく新訓練所に引き継が

れる、⑤プロジェクト第 2 フェーズの検討スケジュールを正式に知らせてもらえれば改組委

員会としての検討事項に加える、とのことであった。個人的な意見とは言え、改組の責任者

からこのような見解を直接聞くことができたことは、非常に有益であった。今後の検討、特

に短期調査や実施調査などの要所で継続して確認していくこと肝要であろう。

合同評価の結果として日ト両国に対して次の提言が出されている。

・日本により供与された機材の維持管理に必要な措置をとること、

・日本側により移転された技術の自立発展性を確保するために、可能な限りカウンターパー

トの安定的、継続的雇用について配慮すること、

・漁民、加工会社等、民間部門への技術普及が強化されるための適切な措置をとること、

・ CFTDIの改組後も域内国への技術協力が継続されるための適切な措置をとること、

・ CFTDI における漁業技術、漁船機関、水産加工分野の連携を促進し、技術及びカリキュ

ラムの向上を継続的に行うこと、

・漁業技術分野が独自に、活動計画の作成、研修コースの開発を行うためのカウンターパートの
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雇用を行うこと、

・水産資源管理計画に基づく、水産物の持続的水産資源利用のための適切な措置をとるとと

もに、CFTDIの改組は円滑に行うこと。
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2．第 7 回合同調整委員会ミニッツ（英文）





































3．プログレス・レポート（英文）





































































































































4．広域技術協力推進事業実績
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